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⑴戦後労働組合運動研究の方法 

⑵軟争直後の争議形態とその意義 

(3) 戦前の運動と戦後の運動 

⑷企業別組合と工場委員会

.，.... . . . .

; へ 

わが国に労働運動が本格的な展開をみて以来，7 0 年以上の歳月が経過したといわれる。 しかし太 

平洋戦争後4 半世紀にわたるいわゆる戦後労働運動史を顧るとき,これを目撃し,体験した者は誰し 

も新たな感慨を禁じえないであろう。それは日本の全労働者階級の運動の歴史のなかで一体どのよ 

うな地位をしめるものであろうか。2 5年たった今日，それは更めて検討されるべき問題> なりつつ 

あるのではなかろうか。..率直に石つて，.特異な地位をしめているかのよう.である。そとでま'^問題 

となることは，■第 2 次大戦前の日本労働運動と戦後の労働運動との関係について，この両者ん速 

続的にとらえるべきか，それとも，戦後の運動は，戦前の運動とは質的に異なるものとしてとらえ. 

るべきか，その連続性の問題である。わが国の労働運動史研究には，一般的に,戦後の遝動を戦前 

からの伝統の上で理解し，その連続性を強調する学説が支配的であるといっても過言ではない。.も 

ちろん労働運動か歴史的なものであり，坪動の新しい前進は，たえず古い時代の運動の遗產と教訓 

の上に立って展開されるものである以上，戦後の労働運動も戦前の運動の伝統をうけつものであ 

り，戦後の運動にみられるさまざまな積極的な而も，あるいはまた体質的な欠陥といわれる諸特徴 

も，ある意味では戦前の運動のなかに萌芽的にみられたものであろう。,だがそのことは，直ちに戦 

前の運動を戦後のそれに直接無媒介的に結びつけるには，あまりにも深い断絶がこの両者の間に横 

たわっているように感じられる。筆岩は，戦後の労働運動と，戦前の運動との問には，•むしろ質的 

に興なるものが存在すると考え，戦争直後の労働運勒，とくにその後長く日本の労働速動の性格を

規矩することになった1 9 4 5年から 4 7 年 0  2 * 1 セ•ネ . ストまでめ運動の過裎を分析しょうと試
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みるものである。そのなかには，戦後日本労働組合運動の特徴となった企業別組合の形成要囚を規 

定した :道大な原因が胚胎していると考えるからである。 しかしただそれだけではない。第 2 次大戦 

の敗北後，日本の民主化過程におこった嵐のような労働組合運励の本質は一体何であったのか。そ 

の異常ともいうべき膨脹と発展は，国際的な労働運動の観点からみても注目すべきものであり，市 

t | | 搖済的ず化とインァレ一ションの昂進にともなう労働運動の本命化と .いう社会現象，生産ぼ 

理ゃゼネラル . ストライキ，あるいは経営協議会というような労_ 者階級の闘争方式は，すでに第 

1 次大軟後のョ- ロッパ穷働途励に一般にみられた現象であった。すことすれば，戦後日本の免働運 

動の第 1 段階ともいうべき194 7 年までの時期は，ひとり，. 戦 後 2 5 年に及ぶ運動史の上において 

しめる地位を議するためばかりでなく，国 議 な 養 纖 細 究 に と ◊て も き わ め て 雌 あ る 問  

題をひそませているといえよう。そこで歴史的事実が茁要であることはいうまでもないか，それと 

ならんで，この時期の日本労働運動がどのように理論的に整理されているかしそれによって，わが 

国における戦後労働運動史にたいする一定の評価について認識するとともに，それらの評価と，現 

実の歴史的展開との関連についてふれ，筆者の見解を展開したいと思う。

戦後の企業別組合組織が，今日，動かすことのできないほどの重みをもつほどに定着してしまっ 

た理由は一体何か。これについては，いくつかの代表的な見解をあげることができよう。第 2 次大 

戦前の運動との速続的侧面を強調する見解とこれに批判的な見解であって，前者の代表的なものは 

大河内一男織であり，後 者 は 高 雛 織 で あ る 。大 河 邮 は ，薇 の 社 会 政 細 '■餘の間におい 

て広く支持されたところの「賃労働における封建制」な い し 「出稼ぎ型貨労働」の形成のなかに求 

められる。この理論によれば，日本資本主義の後進性の結果として，擬村における階級分解の不徹 

底，農民 の 「土地からの追放」が完全に行われず，農村は，都市のための相対的過剰人口のフール 

としての役割を果したため,‘ 景気循環のまにまに都市と農村とを往復する「出稼き型」賃労働か，

賃労働における日本的特殊性として卿されるに至ったというのである。このような賃労働創出の 

日本的特殊性は，ゃがて賃労働者の意識を規定し，「親方= 子方」意識がそのまま「企業一家」意 

識となり，企業別組合を支える土壤となるというのであるがへしかし大河内氏は，このような供給 

の侧而から企業別組合の生成要因を探るばかりでなく，その需要の側面からもこれを説明している 

どころに特徴がみられる。すなわち大正末期から昭和初期にかけての独占的大錢.による労働市場 

の分断政策のなかに求める觅解である故この両者の関速は必ずしも明確にのべられていな1、。こ 

のような贿のわが i i 侧 齡 と 薇 の ,雜 齡 t の 述 麵 の 麵 の 」纟に大河「袖 の 企 細 組 合

論が組みたてられていることは疑いえない。

ところが高橋教授の理論は，まず，貨労働の創出（= 供給）侧而からの説明と需要•側丽からのそれ

1 主( 1 ) 大河内ー妈r黎丨卿丨におけるR本劣做!述勑J (招■波新勘，1 4 - 1 5 質。

( 2 ) 犬河内一切r 日本的労使関係の特質とその変遭J ( 日本穷働協会雑訪* 創刊骨）参照。
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，とのギヤップ, それらの相互関連の不明確を衝くとともに，宿命論ともいうべき大河内氏の見(||を 

克服すベくその論理を展開される。まず高橋氏は，大友福夫教授の戦後日本の労働組合の本質規矩, 

すなわち，わが国の労働組合は，第 1 次世界大戦中におこった工場委員会と労働組合 > の複合的な 

性格なものであるという視点に立ちつつ，また日本資本主:義の後進性の結果として自生的な職能的 

熟練の形成と再生産が，きわめて不充分であったことを定説として認めながら， しかしそれのみを 

.もってしては，戦後の企業別組合の発生要因を説明することは困難であるとして，企業別組合の歴 

史的必然性を，「防衛的契機と闘争的契機j の両方の_ 連のなかに見丨] ^ ¥ 。この見解によれば，企 

業別組合の発生要因は，戦後の労働組合運動の主体的な闘争の姿勢とこれかとりまく客観状勢労 

資の力関係のなかに形成されたというわけである。この見解は，戦後のわが国における企業別組合 

の形成か，戦前からの伝統というよりは，戦後の労働者階級の主体的条件と客観的条件のなかにそ 

の要因をもっているという点で，特異なものであるa

以上のような大河内，咼橋両教授の見解からは，つぎのような重大な結論がでてくる。戦前との

連続性を強調される大河内氏の場合には，企業別組合は，戦前の伝統をうげっいで，戦後r おいて

は，むしろこれが拡大再生産される形をとったとする解釈となり，当初から横断組合にひろがる可

能性はなかったという論理的必然性をもっているのにたいし , 高橋氏の見解は，異常な戦後の状況

と労使の力関係が，横断組合にも企業別組合にも，要するにいずれの方向にも開けていた組織が，

主として資本の庄カによって企業別に分断されるに至ったということになる。この両者のいずれの

立場をとるか，それによって，現在の日本労働組合運動にたいする視点もまた変ってくることにな 

る。

ところで’ 以上のような大河内，高橋両氏のきわめて対照的な理論にたいして, ゃはり，速続説 

.の立場をとるものとして，藤田若雄氏の見解が注目される。藤田氏は，その論文「全日本産業別組 

合会議の運動j のなかで， つぎのようにのべておられる。「戦前の労働組合運動と戦後の労働組合 

運動の断絶か問題とされることはあるが，それはむしろ表面的な現象であって，わが国め労使関係 

との関連からみれぱ迪続しT い斧のである」とのべておられる。このような立論の根拠として，戦 

前戦後の2 っの左派労働組合主義を結ぶ環として，年功的労使:関係をとり.あげ，年功的労使関係の 

形成期に組織ざれた戦前の左派労働組合主義ないし合法左派労働組合主義は戦後においては，日本

注（3 )  r‘••…出稼型労働は，日本資本主義が己れの胎内から生み出した特殊な労働老型であって，それは反かれ恶しかれ 

IJ本経済にとっては箔命として如b されたものであり，一切の労働間題を根本的に制約するものであった」（大河内 , 
前掲，「黎明期の日本労働運動」7 H ).

( 4 > 尚撟洗「日本的労使関係の研究—— f企業別組合j の構造と機能を中心として—— リ未来社，1965年，2 7 -2 8 Ha 
( 5 > この問題についての藤！]丨教授の迪本的な觅解め展_ は，すでに大著「日本労働協約論j 來大出版会，1961年の中で 

明らかにされているか，労姆連動論の立場からは，この論文がもっともよく教授の立場を代表する4 講座 .「日本の労_
. . . .間題j IV ,労働組命迎動史，畆文党，1962年所収，■但し，「劣働組合運動の転換」日本評論社，1968年，に柯錄，本稿 

においては，後考による。なお，このほかも，「穷酣11合の組綠と迎動」ミネ'〉レヴア書房，1962年, . および「第二組合， 
.日本評論社1% 0年が有益である.

o L807、 --- -
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的労働組合主義として，主体的要因としては共通性があることを強調する。敗戦にともなう戦前秩 

序の崩壊は，年功的労使関係のなかにうっ漬していた忠誠にたいずる反逆の精神を爆発させたが， 

同時にそれは新しい条件の下で，学歴別年功秩序の維持および固定化を促-するととになったとい 

うめである。これは，Weberの 「エートス論」の適用による著者独自の観点であり，示唆するとこ 

ろが少くない。 しかし，それだけに速続説を偷底的におしすすめたものということがでぎる。 しか 

.し筆者け . 以上の3 者の:いずれにも批判的である。強いていえば高橋氏に近いか，帰するところこ■ 

れは企業別組合論をめぐる問題であり，その発生要因をどこに求めるかという点に帰する。筆者は 

やはり，戦前の伝統というよりは，戦後の新し1̂、状勢の展開とそれに対する穷働者階級の主体制の 

問題および政党による指導性の問題に注目する。 自然発生性の強烈な-発現に応ずる目的意識性= 指 

導性の確立に問題があったのではないかと思う。この点を中心として考察を進めることにしよう。

( 2 )

敗戦直後日本の勞働連動が，占領軍による「上からの」政策として推進されたとしても，そこで 

主導的な地位を占めた人々が，戦前からの，いわば「生き残り」であったとすれば，彼らか，たんに占， 

領 軍 の rかいらい」として動いたのではな.く，戦前の運動体験や組織活動の経験を十全に生か■して， 

運動の復活に相応の主体性をもってとりくんだことほ，今日のわれわれにもよく理解できるところ 

である。戦前の組合指導者と.無産政党の党員たちが，一斉に起ち上ったとき，軟前の組合運動の分 

裂状埤の反省から，全国的な統一的労働組合をつくろうという気運が盛り上つてきたのであつた。

戦前にぉけるわが国の労働組合の全国的組織は，右派として日本労働’総同盟，合法的な左翼を代表 

する組織としては日本労働組合全国評議会によって2 分されていたが，戦後はこのような分裂状態 

を清算して，真に統一的な強力なnational, ce n treを結成するために，. . 1945年 .1 0月 .1 0 日，労働組 

合懇談会が開他されたのであった。その席上，⑴軟後の労働組合通励は，貨金ぉ上び労働条件の改 

錐のみならず，破壞された産業の復興のためにも闕う。⑵產業別労働組合の速合体とする。⑶政党 

加入の自由，以上の3 つの原則を確認したといわれる》高野実，松岡駒吉，西尾末広，金正米吉，鳥 

上善五郎ほか3 1 名による労働組合組織準備会中央委負会が設けられた。そしてその結果，11月 5 

日， H木労働総同盟が，松岡，西尾，金正等によって結成され，続々と結成されつつあった組合を

气（6 ) もちろん，！— まて"」-:き残った魄前の报翻は，義の左W 働組合主義の限界や強力産業別組合の_ 性 _分  

对識していたし，その迚設にも意欲をもやしていた。しかしそれが何故充分になされなかつたかが間題である11なおこ 

の点については，r:丨木匁働協会編「戦後の労働立法と労働運動」1664年， 51寅以下参照。
( 7 ) これについてもっとも有名なものは，衫丨丨善太郎働，f l 合総評議会史j 青木文碑版がもるが，そのほかに，日木 

渐 搬 同 丨 麵 『総國丨:五十年史J 第 2 卷 麵 部 も ，趣 •これにふれるものではないが* 麵である • また回想風のも

. のとして，处卵一読すぺきものほ，.野丨丨丨伴太r評議会岡争史J 小央公論社’ 1931年かあるo . ,
( 8)  i m m 「丨4木の穷拗迎動沿波新飭1 9 5 8 ^ ,1 0 —11直参照。
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これ加入させるために，共産主義若も，社会民主主義者も労働組合主義者も全力をつくすことを 

誓ったのである。ここで注目すべきことは，戦後の労働運動につい’ての3 原則のなかに，すでにその 

後の日本労働運動が獄面すべき多くの問題を秘めていちことは蜇要である。すなわち，15年間め長 

期にわたる戦争による工場•生産設備および固定資本材の破壊も,しくは老朽のなかで，生産再_を 

しなければならなかった労働者階級は, 労働運動の担い手である以上に，生産復興の主役でなけ;^  

ばならず，速合軍が，米ソの速合勢力という形をとっているにせよ,占領者がアメリカ簠を主力と 

するものであることは，独占資本主義国の拿事政策によって支配されなければならない歴史的な運 

命の下に本ったごとを意味しでいた。彼らが， 日本資本主義の復興を，平和経済建設の名の下行 

うことの意味は,かつて日本を破滅に導いた独占資本主義の復位に手を籍すことにほかならながづ 

たのである。この重大な意味は，当時まだ十分fこ意識されず，また占領政策の枠のなかでは,芩の 

ためp 条件は充分ではなかった。ただ，当時，労働運動の課題としては,独占資本主義の復位とそ 

の寒味内容の重大性という点を別とすれば，1 )生産復興のための闘い，2 )組織の再建，3)社会主義 

政党の建設, . 以上 3 つの問題に集約することができるであろう。戦後の争議の第一義的な意義が, 

生産復興のための闘いであったことは，大規模な争議のほとんどが，いわゆる生産管理闘争であっ 

た事実からもうかがうことができよう。

それでは，戦争直後め労働連動には，どのような特徴がみられたのであろうか。 1945年 1 0月下 

旬から，爆発的におこった争議の特色は，生産管理を要求する自然発生的な運動にあらわれていた 

が，それは何よりもまず，はげしいインフ.レー、ンョンによる実質賃金の絶望的な低下によって飢餓 

的状態に追い込まれた労働者階級の生活防衛のためのきわめて自然な抵抗としてあらわれたのであ 

る。 しかしそれば同時に, 経営者の戦争責任にたいする追求であるとともに,経営上の無能にたい 

する抗議としても現象したのである。日本における大新聞のひとつといわれる読売新聞の争議は, 

'このような状勢のもとにおこったのであって， 194 5 年 1 0 月 2 3日，従業員は，社長正力松太郎以下， 

全役員ならびに全局長の総辞職を要求し，新聞の民主体制確立のため，左の事項を決議したのであ 

る。 '

⑴読売新聞社従業員組合の結成。 ’ . '

( 2 ) 社内機構の決定的民主化。 • , '

( 3 ) 従業員の人格_ 蜇と待遇改善。 -

⑷ 1:1主的消資組合ならびに共済組合の結/ ^

との4 項HI決議は,つぎの諸点において, その後の努働運豳の発展にたいして，微妙な示唆をあたえ 

るものとなった。まず第 1 に注目すべきことは，のちに新聞堆一労働組合に加入するにせよ，従業

注（9 ) 太平洋戦争下の労働若大衆による抵抗連動としては，大原社会問題研究所編「太平洋戦争下の労_ 遛動」1965年お 
よび「太平洋戦争下の労働表状態」1964年 r日本労働年篮」軟時特輯版が，必読の文献である,

( 1 0 )穷働畨編「資料労®運動史j 昭和20〜21年，1951年，？其以下♦

\809)
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員組合であることが強調されている点である。第 2 に, . 太平洋戦争中，戦争に協力した幹部および 

新聞社の機構そのものが問題とされたことであった。この争議を契機として，「生産赞理」が労働 

運動における流行語となり，また各企業に経営協議会が結成されるに至った。この読売争議は，当 

時まだ混とんとしていた労働組合運動にたいしてある一定の方向性をあたえ，労働者階級の関心を 

唤びおこした点ではまさに画期的であったといえよう。だがそれがより徹底的な形で行われたのは，， 

4 5 年 1 2 月の京成甯鉄の争議であって，その要求貫徹はむしろ勤労意欲をたかめ，これによって資 

本家的な生産サボタージュに対抗する積極的な闘争形態を意識させることとなり，生産管理は， こ 

の時期のわが国独特の運動形態とし't ：展開されるに至った。 ( U ) .
しかしながら，この時点での生產管理闘争，たとえば石井鉄工所蒲田土場の争議や京成雷鉄をは 

じめとする各企業の関争は，本来の生産管理闘争というより，企業内民主化闘争の色彩が強く，資 

本家の手から生産手段を奪取し，これを労働組合の管理に委ねるというよりは，インフレ一シヨン 

政策によって，•生産資材の異常な値上りを待ち，不当利得を獲得しようとしていた資本家にたいし 

て，生產再開を迫るための闘いであると同啤:に，労働組合承認を要求する運動であったといえよう。， 

従って，労働者は最初からこれによって資本家的な生産秩序にとって代ろうというような意図をも 

たなかったし，当時の指導者もまた明白に打ち出そうとしたわけではなかった。日本の労働者階級 

にとっては， ロバ一ト . オーエンの社会主義キギルド社会主義はあまりにも馴染みがうすかったし” 

あるいはアナルコ• サンディ力リズムの伝統はあったけれども，それ.は戦前の労働者階級の間にわ 

す•かな浸透をみせたにとどまず1 戦後の労働者階級にとっては，戦前の生き残りが一部の左翼的な 

指導者を除けば，ほとんど未知のものにひとしかったからである。以上のように，生産復興と企業 

の再建，平和な日本経済の建設と独占資本の復活，生活防衛のための生産管理と社会主義的な生産 

管理という両極が，二道写しの如く労働運動に反映し，労働者大衆の自然発生性は，未曾有の規模 

で昂められたのであって，その怒濤のような盛り上りは，国際労働運動史にその例を求めるならば，. 

德 1 次大戦後の 1 9 1 8 年のドイッ革命があげられるであろう。だがたんにドイッにとどまらず，イ 

ギリス，フランスあるいはイタリアなどの諸国の経験もまた教訓的である。 このような労働運動の. 

革命期には，自然発生性の強烈な発現と相まって， 目的意識性，従って指導性の問題が当然おこっ- 

て ぐる。 そしてこれによって，労働組合組織および社会主義運動もまた大きな影響をうけるのであ 

る。これらの問題について明らかにするために, 自然発生的運動の典型ともいうべき当時のIS要な.

注 ( 1 1 ) この爭議は，比校的年期におこづていることと，日本共産党の姐接的指褸の下に行われたことが特徴であり，靡  

撤四，生座柳 H ;最低8 金の奴求をはじめ，さまざまな要求を赏撤し，工場従業興組合が结成された。このi うに従業： 

. 員組合という形で，靡主と闭体睇約を結ぶことが一般的となり，共産党もまたこの企業別組合への滔々たる動きを，エ 

場娄岚会と労働組命との混合的形態として，その丨:丨然苑也的閊争（= 絰济的離 ’/ O の侧商を無祝して本命的な而のみを， 

評価したのである。なお, 资料労働連動史，昭和 2 0〜21印，8—12頁を参丨良 

(12) これについては，荒畑寒村 rm W ^ U < J論争社，I960紙 お よ び 「総同KI五十郎史J 第一逸，376M纺 3 節急進ALし 
想の進出と内部対立，を参照。

~~ 6 {8 1 0 ) ~ ■*—
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戦後日本労働連動史の研究方法につ い て .

労働争議について概観する必婴がある。

I9 4 5年 I 2 月，東京芝浦電気株式会社の労働者は，勞働組合を結成して, ⑴労働組合の承認, ⑵ 

団体交渉権の確認，⑶団体協約権の承認，^よび⑷給料および賃金のひき上げ一一(イ〉実収の 5 0 倍 

以上，（ロ)右引き上げは1 月分より実施，などの諸-要求を提出していたが，46年 1 月これが拒絶され 

るや，組合侧は生産管理を宣言し， 1 月I 5 日には東芝京浜地区労組協讅会を結成じた。そして1 月 

2 2日に至り，更めて9 項目を要求し，勞働組合め承認,貨金め五倍程度のひき上げ等の条件をもっ 

て妥結した。このときの妥結条件にもとづき，東芝関東労働組合速合会および東芝関西労働組合述 

合会の 2 組織と会社側との間に，経営協議会規定がとり結ばれたのである6 そこには，プ意志の疎 

通を図り，.会社の民主的経営体制の確立および会社業務の発展と従業員の幸福増進とにかんずる事 

項を協議するをもって目的とするj と第1 燊に規定され，取締役社長を会長として，労使双方,各 

々 1 0名をもって構成され，さらに第9 条には， 協議事項として①会社の組織および人事の民主的 

運営および改善にかんする祺項，②従業良の労働条件にかんする事項，③従業員の福利厚生にかん 

する事項，④従業員の給与の標準にかんする事項および⑤第1 1 条に定める経営研究会より提議す 

る事項，となっていることからも明らかなように，主として企業内の従業員組織である組合:の承認 

および労働条件の改善のための団体交渉の場として， もっぱら経営協議会が利用されていたことが 

注目される。 すなわち労働者階級が， 生j i 手段を管理して，食本家的経営の排除を目的とするも 

のでないことはもちろん，むしろこの協議会を通じて企業内紐合の地位の保障，団体交渉を通じて 

の労働協約の締結などがその主要な仕_ ■•であった。従ってそめ労働協約な名ものも，たどえば，第 

1 条にみられるように，「会社の各事業場の従業員は，原則として当該事業場組合の組合員たるべ 

きものとす」と規定されているように，労鋤組合が事業場ごとに分断され，職業別に横断的に述携 

するという_ かれた姿勢が完全に欠如し, また第2 条 の 「組合は外部の団体に加入し，若しくは之 

と提携するの自由を有す。組合，加入提携をなしたるときは遅滞なく，之を会社に通知するものと 

す」という規定は，組合の自主性に経営者が干渉しうる余地というものを多分に残して.いることを 

物語っている。

一 . .  )
以上のように東芝電機の場合，経営協議会とは，個別資本としての会社の西建,生産復興のため

の労使の協議機関であり，それらを通じて労働条件の改善をなしとげようとするものであった。,戦 

後の一時期におI 、ては，このような労使をうって一丸とする形での会社の復興，そこでの経営参加 

への荇動を通じて，労働条件の改善をはかるという形での運動がほとんど交配的であり，資本の論 

理に労働の論理を対置し，それによって組合組織の拡大強化をはかるものではなく，企業内での生 

産と分配の論理の上に立った対立であり，結局，労資協調の路線に急速に転化せざるをえなかった 

のである。

注( 1 3 )「資料労慟迎動史ふ昭和20-2 1年, 丨诳芝难钿の；91)参照。

, I  ̂  ̂ 4 .1 n . ■
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これにた^、して， もっとも対照的なものは，日本細管_ 見製作所の争議であった。これは，文字 

通り，労働組合が生産を管理しす資本の論理に鋭く対決レたところの闘争形態であった。12月2 4日’ 

職員 ,工員 2 ,0 0 0名から成る組合が結成され> CD組合の承認，②団体交渉権と罷業権の承認，③待 

遇改 善 一 現実収の3 倍値上げなどを要求したが，①および②は承紐されたが，③につぃては拒否 

された。そこで組合側はこれにたいして生産管理をもって闘うこと弩通告したが，その形態は，さ 

きの経営協議会の方式とはいちじるしく異なるものであり，支配者や政党はもち令ん，労働者階級 

全体にねいして深刻な影響をあたえたものであった。

日本鋼管鶴見製作所は，同川崎工場で製造されていた鉄板用素材を氐延して造船用鉄板としてこ 

れを鶴見造船所に送っていたものでありノ日本鋼管の一貫作業一部を成していた。とこづか鶴見 

造船所が，完全操業を行っていないところから，造船用鉄板製品の在庫が増加し，売れゆきも次第 

に困難となってきた。そこで組合は’ その生産管理体制の責任上，その製造部門の一部を，戦災者 

むけ建築資材，鉄道用ブリキおよびナマコ板の製造に転換し，このため主として，石炭’ 運輸，埒 

鉱炉関係およびその事務関係の余剰人員があてられたのである。 もちろんこれは，他の系列工場の 

組合との共同闘争という条件のなかで行われたのであり，会社側はこれに緊急に対応しようとして， 

第 3•者による調停付託を組合侧に申し入れたのであったが，時すでに遅く，組合はこれを拒否し， 

生産管理体制を整備強化していった。すなわち執行委員舍とならんで課長以上の役職者を除外した 

係長および役付工員の代表から成る各工場委員から選ばれた生産販売責任者会議が組織された。そ 

して•ここにおいて一切の事業運営がはかられたのであったが，その組織体制を示せばつぎのとおり 

である。 ’

—常任執行委員会—— 執行委員会（7 0 名） 

b - 工場委員会一職場委員会 (’生産販売課責任者会議）

この生産管理の特徴とみられるものは；①この運動のなかで，課長以上の役職者は排除されてい 

たが， しかし役職者の地位そのものはふれられず，人事問題について組合が干渉することはなかっ 

た。経理関係ば，本社人事であるため，痉理管理を行うことができず，給料の支払いも，組合が行 

うのではなく，従来通,りの方法と金額をもって本社から支払われたのであった。②福利厚生物資の 

無断処分が行われたが，一方, 生産資材の涸渴や入手難により，生産管理自体が危機的状態に立ち 

至ったため，いわゆる労働争議とし41 の性格を脱しえず，崩壊していったことである。③また工場 

委員会あるぃは職場委員会のような組織が出来つつあったが,これらは横断組合の形成と何ら闕係 

するものではなく，むしろ企業別組合への橘わたしの役割を果すものであったことが明らかであろ’ 

ぅ。 ■ .
以上，読売新聞社，來M芝汕馄気および日本鋼管鶴苋製作所の3 つの争議につぃて，戦後労働運 

動を代表するものとしてとりあげたがy t 、ずれも生産管理闘争を軸としながらもそれぞれには'ちじ

—— 8 (812) ——
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るしい特徴がみられることであり，とくに読売の場合は，企業内民车化關爭，東芝の場合は,生活 

危機と生活防衛，団結権の擁護， 日本鋼管の場合は,この兩者より徹戚した形での生産管理闘争で 

もったが, 共通していえることは，それらの闘争が，いずれも自然発生性のいちじるしい発現であ 

り，従って経済闘争そのものであって，企業内闘争の色彩を濃厚にもち,.生產管理闕糸にぉいても 

企業の枠を超えた横の連帯がほとんどみられなかったことである。そこには強烈な自然発生性にた 

いして， とれに対応する強い指導性が欠如していたといわなければならない。

( 3 )

昭和 1 5年 ( m o 年）の大日本産業報国会の設立と日本労働総同盟の解散宣言によ って， 戦前の日 

本労働組合運動は消滅したことが通説とされてい^ ^ ところで問題は，戦後の労働組合運動が,■戦 

前のそれとどのような関連をもって展開されたものであるかということである。戦争直後の労働運 

動を指導したものは，ほかならぬ戦前の指導者であったとすれば，戦後の未曾有の政治的激動と経 

済的混舌Uこもかかわらず, これらの人々が，何程か戦前の運動に想いを馳せ，それへの復帰，すな 

わち產業別組織を熱烈に希求し, その上で全国的な中央組織の結成を構想していたことは容易に卵. 

解できるであろう。 しかしそれにもかかわらず，現実の運動の展開は従業員組合の方向へと向って
(1 5 ) -

いた。すなわちその後の運動の経過は，さきにみたように各企業別に生産管理闘爭を,生産復興 

( = 企業再建） の方向でおしすすめ，戦前派幹部の意図した産業別組合ではなく，.むしろ企業別組合 

の方向へとめどもなく発展したのであって，ここには明らかに，指導者と大衆との間における当時 

の状況下の労働運動の把握の点で；超えがたい認識の差が存在していたことを物語っている。

その差はまず, 戦後の労働運動を戦前の組織原則の上で復興しようとする旧総_ 盟派の指導者と， 

理念的には総同盟とは根本的に異なっているけれども，組織原則においてはやはり戦前の左翼労働

注 ( 1 4 ) 隅谷三喜男「日本労働運動史j 1966年，184頁以下。および「総同盟五-啤 史 J 第 2巻，6 4 8頁 （第 3 章戦時下の 

総同盟参照)。

( 1 5 ) 高跸実「日本の労働運動j (岩波新書) は，戦後労働運動における指導的な人物のひとりの著作として， ドキュメン 

トとしての価値は相当なものであるが, 同時に戦後の労働運動のもつさまざまな矛原を示唆しているように思われる-, 
たとえば，「みんな葙く，張りきっていた。私は，勤めを放り出したンそして， 來西南北，職場という職場をかけめぐ 

り始めた。徹夜してはビラをつくった。一台の勝辱板が，よくも，こんなにまわるものだと思われたほをだ。私 ら ビ  

ラをもって，就業時間中の工場へ，や知ら, ちんにゅうする。そこで，職人たちにわたりをつけ-C，病説をはじめるン 

.さっそく製求書をつくつてやる。団体交渉に立ち会う。数ロにして，何々従業員組合が旗上げされるのである」（8 M)。 

このように従業員組合がまず先に出来た。そしてそのあとでこれを站礎として統一的な労働同盟をつくろうとしていた 

ことがある。つぎのm このべている。「みんなの結論はr今度は，焼好原に家を妞てるようなものた*4 おなじ，これ 

を建てるなら，バラックを，いくつも妞てるのではなくて，大きなビルディングを迚てよう4 全国の労働渚がだれでも， 

労働組合といったらアレだといって指がさせるような統一劣働同盟をつくらなぐてはいけなV、j とj 。
.ここに引用したニつの文章には，従粱員組合= 労働組合としながらも，なお統一労_ 同盟こそほんとケの組合である 

という観点がひそんでいる。この時点では，従業眞組合は企業別組合になるのではなぐエ圾要員会のよ5 なものとし 

て考えられていたのではなかろうか。 ハ 7 .
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戦後日本労働運動史の研究方法にっいて

組合主義をm指す人々の対立という組織上の大きな問題をかかえながら，労働組合運動は,:.長い戦 

争下め悲惨な生活とはげしいインフレ一'ンョンによって生存の雄盤を根底から失いつつあった勤労 

大衆の絶望的な怒りが，未曾有のストライキとなって爆発したところにもっともよくあらわれてい 

た。企業内民主化闘争も生産管理闘争も，大衆の間に漲っていた絶望的状態にたいする憤懣と慢性 

的飢餓状況を無視しては到底考えることができない。だが，労働若大衆の自然発生的な峰起の状態 

を，いかに有効に全体としての労働組合運動に利用するかということよりも，旧総同盟派 'も，左翼 

労働組合主義者も，この革命的な状勢を，前衛党建設の事業との密接な関速のもとで，それぞれい 

かに_ 派に有利に役立たしめることができるかという観点に立っていたことはいうまでもない。そ 

してここに，戦後の労働組合運動の方向を決定的に左右したもっとも大きな原因があるのである。 

社会主義政党と労働組合運動および企業別組織の関係については，ひとりわが国だけでなく，第 1 

次大戦後のョーロッパにすでにみられたところであり’，第 2 次大戦直後のわが国の労働組合運動の 

特殊性を理解するためにも顧みられるべき多くの教訓を秘めているように思う。

戦争後の社会的•政治的混乱と経済的困窮の増大，そしてこれに伴う人心の不安や励揺が，労働- 

運動の昂揚に とって絶好の基盤であることは，すでに第1 次大戦後のイギリスおよびドイッの経驗 

からしても明らかである。この両国の体験は，まことにわが国の場合と類似していると同時に,き 

わめて興昨深い対比をも示している。まずイギリスの場合はどうであったか。1918年:の総選举にお 

いて，戦争貴任を負ったアスキス（Asquith)派自由党と.ラムゼイ• マクドナルド（Ramsay MacDonald) 

によって率いられた労働党は，それぞれ5 7 および2 6議席しか獲得できず， ロイ' ド• ジョ一ジを主 

班とする速立内閣は，4 7 4 議席という圧倒的優位の下で，次第にたかまりつつあった労働組合運励 

との対決を迫られるに至った。内間のIB要な政策のひとつは，戦時中にストライキ耷はじめとする 

争議行為を禁止していた「軍需産業法J の強制仲裁制の項目を廃棄し, 現行賃金率を一定期間，辑 

的最低賃金として維持していくことであった。 しかし，イギリスの労働者階級はすでに，大戦中に， 

労働組合の活動が禁止された状況のなかで，職場を中心とするショップ• スチュァ一ド運動を展開 

し，とくに婦人労働者をはじめ不熟練労働者の熟練労働力にたいずる代替現象としての「労値)の稀 

溥化」（‘dilution’）の一般化がすすむなかで，1917年，多数の組合と® 主速合の間に全国ショップ• 

スチュァ一ド協定が結ばれ，ここに職場における日常的な問題，苦情処理機関としてのショップ• 

スチュァ一ドは公認されることとなった。だがショップ• スチュァードが承認され，その権限が限 

淀されるに至ったのは，何よりもストライキを回避するためであり，さらにショップ•スチュアー

注 ( 1 6 ) 现在では，shop stew ardは ,穷 謝 il合の公認された役負であり， 労酣彳1合员と密接に職場にWいて接するlit要な 

地位をしめ，活動的分子であることが多いが，19丨f上紀中顷以後，全_ 的職能別組合の形成期には，組合奴の徴集をはじ 

め，一般組合見のための丨丨常的な組合業務の；KJ翌者にすぎなかった。従って# 公認であり，それで充分であづた。 しか 

し m 1 次大戦の勃発と労働争嫌の围家権力による禁压， しかもTUO幹部のこれとのなれ合し、のながで，stewardの 

役割は，たんなる丨!臨役というよりは，職場活動家として，资木家の対労働治支配に対抗する最前線に位置することと 

. なったのである。

— 10 {814) 一~ •
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ドめ諸活動から，自主的= 非公認的な性格，換言すれば，戦闘的•反幹部的性格を去勢し，それを 

資本家*政府に忠誠を誓約した公的労働組合の拖威と統制のもとに完全に従属させることにあづた
(1 7 ) *

といえる。ダイリュー、ンョンをはじめ，出来高払い支払い制度，福利厚生施設などの導入推進にあ•

たって，靡主は何らかの承認をショップ• スチュアードに与える必要性を感じてはいたが，，その任

命，承認にかんする労働組合の規約がなく，公認，非公認が判別しがたかった。そこでこのよう.な.

無秩序を克服するために， コヴヱントリ一においてコヴヱントリ一機械工業労働組合合同委員会が

黏成され，’この委員会か/ スチュアードを任命する全部の仕事-を個々の組合からと.りあげ，みずか

らスチュアードの信任状を発行するとともに，スチュアードは，各部門で組合に関係なく選出し&
( 18 )

ければならないと規定されたのであった。

このように，ショップ• スチュアードの運動は，戦時中の職場における消極的な抵抗運動から， 

戦中 , 戦後にかけては，従来のクララト•ュニオンのセクショナリズムを打破する組織的運勅に転 

化，し，産業別労働組合蓮動をおしすすめる力となって作用した。戦後におこることが予想される爆 

発的な労働争議にたいして，すでに政府は，1916年，ホイットレ一を委員長とするいわゆるホイグ 

トレー委員会を創設し，戦時下における労資休戦体制，軍需品法のもとでの労資関係を，戦後==平 

時にまで延長しようとするもめであった。

. ホイットレー委員会は，.全国産業協議会(National Industrial Councils)のもとに，. 労働組合と使用，

者団体との代表で構成ざれる地方協議会（district councils),さらにその下には，各企業.ごとに経営

者代表と被用者とで構成される合同の「工場委員会」 （Works Committees) をおくことが勧告された

のであったが，この政策は，戦時中，きわめて活発に展開されたshop s te w a rdの運動の経験にか

んがみ, 政府および資本家階級が，その運動を企業内に閉じC め，いやしくも公的な運動,、すなわ

ち T U C を中心とする公認の労働運動のヘゲモニーに挑戦しようとする傾向を阻止し, かくして、ン

ョップ . スチュアードの運動を工場委員会に包摂することによって，労働組合にたいして従属的な

地位に立たしめ，従来，労働者だけの単独の組織であったものを，労資の合同機関とするもので

った。その意味では労働運動の尖鋭化に対抗する資本の側の「先取りj であり，その屯命的性格を
( 1 9 ) '

払拭して，労資協調の機関たらしめようとしたものであづた。こうした資本の側からする「先取り」

政策によって，戦闘的な、ンョップ，スチュアードは, 非公認の指導若の地位;をすてて，次第に公認.

の労働組合組織に包摂されていったのであって，その結果，この体制内にとどまりえ•ない 'ンョップ►

スチュア一 ドやその団体は， 次第に産業的性格を脱し， とくにロシア革命以後は， 政治的な闘争

に勢力を傾け，イギリス共産党の成立以後は， これに吸収され，労働運勑における少数者の運動と

注 ( 1 7 ) 佐野稔「途業合理化と労働組合*— — イギリス労働遝動史の一断而—— j 法政火学出版会，7 か- 7 3 頁。

( 1 8 ) 佐 土 揭 書 , 7 5 页。

( 1 9 ) 佐财，81—82 質a Branko Pribidevi6, The Shop Stewards* Movement and Workers* Control 1910—1922, with 
a Forevvard by G* D, H* Cole. 1959, p / 128. ■
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戦後日本労働運動史の研究方法について

してとどまったのである。 しかし少数者の運動としてとどまったとはいえ，第 1 次大戦後も比較的 

活発に運動.を展開し，職場においで，労働者と密着し,そめ日常要求を不断にとりあげるという伝 

統的政策は，第 2 次大戦'後 め 1 9 2 0年代，赤色労働組合主義の下での全国少数派運動以後，第 2 次 

大戦中をへて戦後の現代労働運動おいて再び復活しつつあるといえる。赤色労働組合主義による 

:少数者の運動としてのショップ• スチュ了一ドの運動が，戦前のわが国にお'ける赤色労働組合主義 

‘の原型となり，戦前の左翼労働組合主義は，ショップ•スチュァードの運動の日本版であったとい 

うことができよう。戦前においては，労働組合は横断的であつ たが，非合法に近V、状浣におかれて 

V たので， ョーロッパの状勢と日本の場合とはほぽ相似的で毛り，各工場内部に资慟者Q 中核的組 

織をつくることは必要であった^ それによってのみ，横断組合を強化し，労働運動全体の発展をお 

しすすめる原動力たりえたからであった。従ってその意味で日本労傾)組合評議会およびそ.の再組織 

されたものとしての日本労働組合全国協議会の果した役割を，正しく評価することは必要であろう。 

しかし戦後の状勢はまぅたく一変し，戦前では到底想像もで'きなかったような客観状勢の変化が, 

戦前の左翼労働組合主義に代表される少数者= 戦闘的なヱリ一トの運動であることを無効とし，勤 

労大衆のはげしい自然発生性を必然的契機とする経済間争を中心とするものとなったのである。従 

ってこれにたいして， もし労働者大衆を訓練して，政治的に目ざめさせようとす.るならば，戦後雨 

後の筍の如くに物凄い勢で簇生しつつあった企業別化傾向にたいして指導者は，戦前の経験をたん 

に鵜呑みにして,これを戦前の労働組合と工場委員会の統一体として革命的運動として楽天的に誤 

認したり，あるいは旧総同盟幹部のように，本来の労働組合の方向から紅逸脱したものであるとし 

て慨嘆したりしていたところに大きな問題があった。要するに，戦後の 1945年から 4 7年までの間 

枕，指導性のいかんによっては日本の労働組合運動はどういう方向へでも動かしうるものであった 

，のである。. /

すでにみたように，第，1 次大戦中および戦後のイギリス労働運動における特徴は，労働組合総評 

議会と使用者団体とを中心とする全国的産業別協約を鉴礎とする公認の労働組合運動にたV、して，

:戦時中におけるこの両者の馴れ合い的態度の結果，各職場および各工場内において反労働者的に作 

.用するさまざまな問題にたいして，対個別資本闘争の次元で，運動が新しい展開をみせたことであ 

った。そしてこめ場合には，産業別ないし職業別^I合にたいし，労働運動本来の目的と使命とを自 

覚させる点で夫きな意義があったのにたいし, 戦後のわが国の運動は， とうした産業別ないしは職 

業別の組合組織を欠いているところで，企業別組織が続々と結成され，同時に産業別組合め建設が 

.竝行して行われるという状況であり，両者にはげしい対立緊張や相互に刺戟し合うところの状況,

:あるいは補完し合う関係が，組織強化の而で也かされることなく，徒らに戦前の伝統としてのイデ 

-オロギ一論を赀贵として，政党の系列支配のもとに分裂をくり返すという結來におちいったのであ. 

.る。戦 後 の 1945〜4 7 年の問における状況は，さきにも指摘したように，努働運動の措導制。かん 

.、 — 12 ( 8 1 6 )  ；
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によっては, いわばどのような方向にも赴きえた時代であり，今日の企業別組合組織の支配的傾向 

の根元は，実にこの時期の運動におけるあまりにもはげしい自然発生性にたいして, これと対立し， ： 

支配しう名ほどの強力な指導性（= 目的意識性）が，当時の指導者め間に欠如していたことに根充的、 ； 

に因っている。この点では，当時の社会主義政党も，そめ指導性という点から当然寶任があっb o  

で'もるo

. . , . へ べ . ハ- -、 .ノ . . . .'ノ ぐノ  - パ. .， . . . . . ： ' , . ;

( 4 )

以上の論述からすでに明らかなように，筆者は，戦後日本労倒)組合運動において，支 配 的 な 傾 向 ； 

となった企業別組合の強化とこれと裏旗に産業別組合の弱体化の原因を， 1945〜47年 の 時 期 で の 自 j 

然発生性と目的意識性との関連からとらえようとする。.その意味では，い わ ゆ る 速 続 説 に た い し て ： 

批判的であるといわなければならない。 •

連続説の立場を強調される藤田若雄教授は,戦前と戦後をっなぐものとして，まず第1 に戦前にお 

いて形成され，戦後においてその矛盾が拡大さ^Iてあらわれたところの学歴別年功制度の矛盾，第 
2 に, 戦前の左翼労働組合主義の戦後における組織や政策の全面的な再:現に求められている。そ し :

てこの両者を媒介とする「忠誠と反逆j の思想もまた戦後の労{勤運動を貫くエートスであるとされ
(20) '

る。 しかし筆者は，戦後の労働組合運動は，戦前のそれとは質的に異なったものとみ名べ含であり，

戦前の労働運動のもっ体寶的矛盾の再現および拡大として把握することだけ•でぼ,戦後労働運動の 

特質を明らかにすることはできないと思う。藤田教授は，戦後の企業別組合を根底的に規定するも 

のどして/ さきの二っの柱とこれを媒介するものとしての「忠誠と反逆丨の思想をもって説明ざれ 

る。だが， もし戦前の伝統を強調されるのであれば，戦前においては，企業の外に労働組合があり，

工場委員会がむしろ企業内の労働者を組織していたことは , まさしく教授の指摘されるとおりで、あ 

る。. 従って，ある意味では'  ヨーロッパ的な横断組合に近い形の.ものがっく.られっっあ.っナこわけで 

ある。 もちろん，これに対抗して，独占的大企業を中心に組合組織の縦断化がすすみ，横断組合は 

しばしばその内実を奪われていたことは事実であったにして産業別組合やその他の横断組織が •

もっ指導性は, 今日よりもはるかに強力であったと考えられI I さまざまな矛盾をはらみながらも， / 

” 芯 ， 横断組合を中核とする労働組合主義が確立されっづあづたにもかかわらず，戦後においては 

このような横断組合に代って，企業別組合が交配的となったのゆ，自明のことながら戦後の労働運 

動が，戦前のそれとは全く質的にちがった客観状勢のなかではじめられた点にあるのであり，戦前

と戦後の速続性をあまりにも過度に強調することは，第 2 次世界大戦における日本の敗北という歴
> .  - . . . . . .  ■ ， . .

注(2 0 )藤丨膽雄「勞働組合運動の転換」日本評論社，1968年，第1章終戦時の左派努働紺合生義。

( 2 1 ) 小松隆ニ「戦前 r芝油労_ 1 合j 略史，穷慟運動宋研究会箱！「労働運動史研弈,1962年3月号所収。

(22)「総网盟五十尔史j 第2卷，第2章刻#施合主義の確立, 参照。 ■ '

， — — 13 (817) ---- -
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史的事件を軽祝することになるのではなかろうか。 しかしまたその逆のこともまた重要である。す 

なわち, 日本帝国主義の敗北が日本の労働者階級をとりまく状況を決定的に有利にし，質的に転換 

をもたらしたといっても，それは体刺の変革をもたらしたのではない。それは封建的•軍事的帝国 

主義が打倒されたにとどまり, ァメリカ占領軍が，一時期，軍国主義打倒という点では解放者とし 

て現われたとしても，資本主義体制の下での占領政策が，プロレタリァ革命を許容することは論理 

的に成立しないことは明らかであった。日本共産党は，企業別組合の結成として発揮されつつあっ 

た大衆的エネルギ一が，すぐさま苹命のエネルギーに昇華されることを信じて疑わなかった6 であ 

り，その意味で，戦前の左翼労働組合主義の意図した目的が，占領下において，急速に実現される 

と信じたところに根本的な誤謬があったのである。自然発生性の爆発的な発現が,そのまま革命に 

つながるものと信じたところに目的意識性の欠如があったのである。 2 • 1 ストはそうした誤認の 

総決算であったというべきであろう。 この意味で，戦後 1945年から 4 7年までの時期は， 日本労働 

組合運動の出発点であるとともに転換点でもあった。自然発生性の強烈な発現としての企業別組合 

の結成をもって，共産党は「想わざる結果」とみ，総同盟が遺憾の意を表明したにせよ，現状認識 

にしてもし正しければ，産業別組合の建設をめぐって，この両者が統一戦線を結^：しえたはずであ 

ムる。 しかし統一戦線論は, 当面の具体的な組織をめぐる問題としてではなく，たえず政党を中心と 

するイデオロギーの次元に還元され，はげしい 1  侖戦が闘わされ，1947年以後は, それが失敗し，統 

一的な労働同盟は，イデオロギーの分裂によって崩壊する。

われわれは，戦後日本の状勢ときわめて類似した例として，1818年のドイツ革命をみる。ここで

は, わが国よりもはるかに革命的諸•条件が成熟しながら，結局失敗しなければならなかったヨーロ

ツパ革命の典型を見る。すなわち，第 1 次大戦の末期に近づいた1917年 1 月，反戦のための抗議運

動として， ライプツイヒおよびデランシュウァイクにストライキが勃発し，1917年 4 月にはべルリ

ンにおいて 20Q, 000〜300, 0 0 0人の金厲労働者から成るストライキが勃発し，ついに 1918年 1 1 月 9

日には，ベルリンにおいてゼネラノレ•ストライキがはじまった。かくしてドイツの危機は深まった

のである。 しかしドイツ帝国の危機を決定的なものとしたのは，キールにおける水兵の叛乱であっ

た。以上のようにドイツ革命の発端をみても明らかなように， ドイツの場合は反戦を目的とする政

治スドライキとして，敗戦そUて革命の気運が酿成されたのであって，この点において,同じく自

然発生性が強烈ではあるにしても，わが国の戦後のはげしい運_ が経済闘争に局限されていたのと

は全く興なる。それはひとつには本命的運動の伝統の差であり，いまひとつは客観的状勢の相違で

あった。すなわち，非合法組織としてのスパルタクX 団とその指導の下に， 革命的オプロイテ

(revolutionare Obleutc, revolutionary stewards)が， リヒアルト• ミュラー .（Richard Miiller) を中心と

して蜂起を計画するに至った。1 9 1 7年 7 月，ヶルンにおいて， 企厲労働渚の全国会議が開かれ，

, /右派 

、中火派— く、左派(スパルタクス邮
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注⑶） ， の社会脏党の組織は, 多数派社会魅党<=:と独立派く一  … … 一に火別される,

■磨,.”切麵 卿簾颶蕾麵iw ww—

软，が，■ 卿 ^ ^ 肥 ; 亦:?cr■挪观撕靜，蚊；
ぺ へ -. .• .、 ...い

戦後日本労働運動史の研究方法について 

10月にはべルリンに革命委員会が結成された。これは，ベルリンの 7 0 人の革命的オプロイテを中 

心として結成されたものであり，これを中核として，帝国議会およびプロイセン議会の独立派が参、 ； 

加したものである。そして 1 9 1 8年 1 月，革命委員会が開かれ，戦争終結への努力を訴えたのであ ；
(2 4 ) ,  • ■

る。191S年 1 月2 8日，，ミi ラ一はベルリンに旋盤工の代表者1 ,5 0 0人からなる会議を召集し， 400 '■

人の代表者をえらんでミュラーが議長となり,ドイッの民主化にかんするさまざまな決議を採択し 

ナこ。こうしている間にも本命的状勢はすすみ，ベルリンの労働者4 0 0 ,0 0 0人がストライキに入り， ‘

社会民主党および独立派と労働者大衆を結ぶ環として行動委鼻会が任命され, ハーゼ（H. Haase),

レ—デブ一ル(Ledebouり，デイットマソ (Dittomann)が独立派からおくられ，一方社会民主党はエー ’

ベル .ト (Ebert), 、ンヤイデマン（Scheideman) およびオツトー• ブラウン. (Otto Braun) がお .ぐられた。. . ■，i 

しかU苹命的状勢のテンポは早く，また独i 派左翼としてのX パルタクスと社会民主党右派との対 ']

立と指導争いがはげしく，そうした状勢のなかで，1918年11月 9 日，シャイデマンは共和国を宣言 ：

し， ドイツ最初の社会民主党政権が誕生したが，これは，ス パ ル タ ク ス 団 ,す な わ ち リ ー プ ク ネ ヒ ,

ドらのソヴエート的な社会主義共和国（ドイッ自由社会主義共和国) の宣言に対抗したものであった。

独立社会民主党の左派，すなわちスパルタクス団の労働者階級への影響をおそれた多数派社会民主 ；

党は，独立派め入閣によってその革命化を阻止しようとし，独立派は，多数派に対する妥協の条件 '

_として，■すべての政治権力を掌握する労兵会議（workers’ and soldiers’ councils)によって選ばれる6 

名から成る人民委員（Commissars of the People)の設立を要求したのであった。それによれば，各翁 

大臣はそのメンバ一たりえず，逆に，それぞれ社会民主党および独立派から出ている2 名の委員に ：

よって，各省大臣は統制されるととに；なっていた。しかし，1918年，社会民主党政府の消極的な優 

卖不断な政策に抗議して，独立派は人民委員から脱退したため， C こに多数派社会民主党のM独支 

配が始まったのである。

以上のように，大衆の自然発生性の発現にたいして，左右両派の指導的な政党およびグループは，

これに即応する目的意識性をうえつけるべく全力をつくしたのであったが，このような政治関争の 

盛り上りとは一応別に，労働組含運動が活発に展開され，この両者の接蝕が問題となってきた。

「8 時間労働制」，「官公労働者の団結権」，「南治体の失業者救済の義務」，「雇主による恣意的な解  ゾ

屈の防止」などの注目すべき立法が制定されたのであるが， しかしこの過程で，革 命 の 推 進 役 と し .

てのスパルタクス団は， ロシア本命における ‘Soviet，をモデルとする労兵会議を各工場/仕事場な 

どで結成したため， 労働組合運動との関係が微妙なものとなっていった。 すなわち,梦働組合員 

の多くが独立派に加入したため，労働組合はそれにまき込まれることをさけるため，政治的中立を 

宣言し，その結果，労兵会議が,従来の労働組合運動の力を大きく制限するに至ったことは自然で 

あった。この労兵会議は，多数派社会民主党と独立派との間にその執行部の構成をめぐってはげし

注(24) Rudolf Coper, Failure of a Revolution, Germany in 1918—1919, Cambridge Univ. Press, 1955, d. 61.
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い論議が展開され，結局，双方 7 人の社会民主党員と独立派から成る1 4 名の委員会が選ばれたの 

である。その後， さまざまな経緯ののち， 労兵会議執行委員会は， 多数派社会民主党， 独立派， 

..(右派） 苹命的オプロイテおよびスパルタクスから，. 4 0 名の代表を出して構成されるしととなった。

以上にのべたような勞働者の革命的組織にたいして, 1918年11月1 5白， ドイツの勞働組合は， ド 

イツの変動しつつある社会状勢のなかで，労働組合側を代表するレギエン（Legien) と雇主を代表す 

る火ティンネス(Stiimes)との間〖こ，調停委員会の創設がとりきめられ，労資協議制(joint consultation) 

の慣行が一般化されるに至った。これは，労兵会議によって革命的方向におしすすめられる傾向に 

たいする反動であり，労働運動を統制し，保守的な方向にみちびく役割を演じたのであった。すな 

わち . W 20年， ドイツの労働組合は，ウアイマール共和国を支える役割を果したのであって， I 919
(25) .

钽 7 月，ニュルンベルクの労働組合会議によって， 自由労働組合（freie gewerkschaften) を再組織す 

ることを決定し，第 1 次大戦前のル一ズな組織に代づて，強固な全ドイツ労働組合同盟’ (Allgemeine 

Dcutsbh Gewerkschaftsbund, General German Federation of LaboufV が建設されたのであ..る<> 15 名から 

成る執行委員会は，組織を統轄し， 3 年毎に大会が開かれることとなった。この労寧)組織の下に’ 

工場委負会（works，councils)が工場内において，労働者の賃金および労働条件を改善する目的をも
(2 7 )

って，労兵会議に対抗的な役割を果すものとして，1891年の産業法典 (Industrial Code) の修正のも 

とに出現し， ウアイマール憲法にも規定されたことは，次第た労働者を企業内に封鎖する役割を果 

すこととなった。以上にのべたように，工場委員会は，工場および企業内における労使関係をおし 

すすめ，直接的に解決.しえない紛争についてば調停委員会に提訴するこ とによって，..もっぱら労資 

協調の手段となっためである。このようにみてぐると，戦後の日本の‘企業別組合は， ドイツの工場 

委員会にもかなり類似しているように思われる。 しかし，当時の日本共産党は，革命的才プロイテ 

および労兵会議の役割を，この企業別組合および工場代表者会議に期待していたようである。その 

意味では， 日本の前衛政党は, 国際的な労働運動の経験に充分学ばなかったどいえるし，また，そ 

の問題が更めて顧みられるべき時期にきているように悤われる。その場合，1 9 4 5年から’4 7 年にか 

けての戦後労働運動における問題状況を正しく把握することなしには，その後の運動を理解するこ 

とも困難となるであろ、。 一 1970.10.16—

注( 2 5 ) 19此紀のドイッ労锄組合運動は, 大別して三つの傾向に分れていた，ひとつは， ヵトリック系Oキリスト教労働 

組食 (Christriche Gewerkschaften),つぎに協同組合運動の嵌響の根強いヒルシュ* ドゥン力—的組合(Hilsch-dun- 
kerische Gewerkschaften)そして社会K主党系の組合であって，最後のものが，阡山労働組合(Freie Gowerkschaften)

である。 ’ . .
(26) Comparative Labour Movement, edited by Walter Galenson, 1952，New York, pp. 276—7.
(27) 1891印のImlustrial C odeによって，2 0人ないしそれ以上の穷(#者を®〗丨丨するエ樹においては,工場委員会をつ 

くることが規矩されたのであって，1918年12jjには，政府は，「20人もしくはそれ以上の労働杏を®UHする工場や;石舗

:においては，エ圾赛凰余を独制する」ことが規走されたのである《

( 2 8 ) 最近の著作として，断 備 通 r HI本の労働組合運動j ミネルヴァ窗觅1 9 7 0 ,および愆W毕兵衛，中林賢ニ郎， III 
汨肇 [戦後劣働組杏運®;の歴史」新口本出版社，1970年をあげておく，
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新古典派的経済成長モデルにおける競争均衡

長 名 寛 明

従来の集計的成長理論は消費あるV、は貯蓄の決定に関する問題を陽表的に取扱わず，貯蓄函数の 

性質に関して何らかの仮定を置くことによって分析を進めていたが，D. C a s sと M. E. Y a a r iは最 

近の論女[2]において，集訐的消費函数を各消費者の効用最大化行動の仮定から導出し，そのもとで 

競争均衡成長経路の性質を分析した。彼等は均斉成長径路の存在と競争均衡の動学的有効性とその 

パレート最適性の同値他を証明したが，競争均衡成長径路一般の動学的有効性は証明されていない。 

: 本稿の目的は，_D，Ca防 と M. E. Y a a r iのモデルに類似のモデルについて，均杳成長径路の存在 

の十分条件を簡単化すること，一般の競争均衡成長径路の均斉成長径路への単調収束を示すこと， 

および競争均衡成長径路のパレート最適性を証明することである。

I . 家計の行動

. .  ノ … ..
々期に■形成される家計（これを家計wと呼ぶことにする）を考えよう。全ての家計は無限の寿命を持 

ち，無限の計画期間を持つものとする。家計v は各時点に1 単位の労働を提供し， 実質賛金w⑴ 

を f 期に受けとる。またそれが資産A(t, v ) を持っているならば，（期 に v) だけの収益 

を受けと♦ 。ここで r ( i ) は J 期に成立している利子率で ‘ る。 従って， その家計の経常所得は 

w (t)+ rm A (t ,  v ) と書ける。家計はこれを消費G(t, v ) と貯蓄A W , v) に振り当て

る。すな:b ち, そ の 予 箅 制 約 式 は •

( 1 ) AAt, v)=^w{t) + r {t )A {tt v)

となる。⑴を積分すると ’
« . . .

A(t, v) - J  [w (s) — C (s, v)) expf r  (a;) dxds+A (v, v) expJ* r(x)dx

となる。 '  ■

本稿では，0 期を競争過程の出発点とし，简卑化のために，0 期以後に形成される家計は初期資

産を持たないものとする。従って,
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